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【はじめに】

　顎顔面形態の三次元的不調和を伴うことが多い顎変形
症の診断には，従来，顔面写真や頭部X線規格写真な
どの二次元画像データを用いることが多く，術後の予測
は得られた二次元データから顎顔面頭蓋の解剖学的構造
を三次元的に推測する，すなわち仮想三次元シミュレー
ションにより行う必要があった。しかし，二次元的な分
析方法では，顔面非対称など三次元的に複雑な変形を伴
う顎変形症例の分析，診断を行う上では限界が存在した。
　近年，ハード面における計測器の進歩とソフト面にお
ける画像処理技術，ならびに解析ソフトの進歩に伴って，
複雑な被写体についても三次元的な視覚化や分析が可能
になってきた。これらは医科および歯科領域でも積極的
に利用され，その結果，X線 CTや非接触型三次元計測
器などを用いた三次元分析が多数報告されるようになっ
た 1-3）。三次元分析を発展させることで，顎矯正手術に
よる顔面硬組織の移動に対応して軟組織がどのように変
化するかについての三次元シミュレーションが可能とな
れば，外科的矯正治療適応症例の診断に際して手術法を
選択する上で明確な指標を設定できると考えられる。し
かしながら，顎矯正手術症例の術前後の変化を三次元的

に分析した過去の報告では，術前後の比較を硬組織ある
いは軟組織のいずれか一方についてのみ行ったものが多
く，硬組織と軟組織の対応した変化に関する報告４）は
極めて少ないのが現状であった。
　そこで本稿では，主にX線 CT三次元再構築画像を
用いて，顔面非対称を伴う骨格性下顎前突症患者の顎矯
正手術前後における顔面硬組織変化量に対する軟組織変
化量（追従率）について検討した結果５）を紹介する。

【対象および方法】

　新潟大学医歯学総合病院矯正歯科診療室に来院し，顔
面非対称を伴う骨格性下顎前突症と診断され，術前後に
精査を目的としてX線 CTを撮影した患者４名（女性
３名，男性３名，手術時年齢平均 18.5 歳）を研究対象
とした。術後のX線 CT撮影は，術後の炎症や腫脹に
よる影響を考慮して，手術日から９か月以上経過後に行
い，X線 CTから得られたスライス画像データを本研究
の資料とした。
　X線 CTデータから各症例について，三次元再構築に
よって作製された術前硬組織，術前軟組織，術後硬組織，
術後軟組織の計４つの三次元再構築画像データを三次元
計測ソフトウェア 3D-Rugle へ出力し，術前後の硬組織
データについては成長変化が少ない下垂体窩を中心とす
る内頭蓋底の三次元的な重ね合わせを行いながら，三次
元座標系に配置した（図１）。一方，術前後における軟
組織のデータについては，対応する硬組織データの配置
に利用した座標変換を適用することにより，硬組織と軟
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図 1　三次元座標の決定方法
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組織の三次元再構築画像の座標系を統一した。
　その後，3D-Rugle にて硬軟両組織表面の面間距離計
測を行った。測定は，Y軸を計測軸とし，この計測軸上
の Subnasale から Gnathion に相当する範囲を，２mm
間隔で移動する計測原点から，XZ平面に平行に，正中
を０°として± 120°の範囲を２°間隔で計測した。また，
分析のための４領域を偏位側頬部，非偏位側頬部，偏位
側オトガイ部，非偏位側オトガイ部に設定した（図２）。
　計測項目は，計測軸へ向かう変化を後退，外側へ離れ
る変化を突出とし，術前後における硬組織変化量と軟組
織変化量をそれぞれ説明変数，目的変数として回帰分析
により検討した。

【結果および考察】

　後退変化と突出変化を示した計測点について，硬組
織変化量と軟組織変化量の分布をみると，術前後の変化
で後退を示した計測点は，偏位側頬部で 910 点，非偏位
側頬部で 114 点，偏位側オトガイ部で 1435 点，非偏位
側オトガイ部で 417 点であった。一方，術前後の変化で
突出を示した計測点は，偏位側頬部で 86 点，非偏位側
頬部で 401 点，偏位側オトガイ部で１点，非偏位側オト
ガイ部で 434 点であった。後退変化を示した計測点を多
く認めたのが，偏位側の頬部とオトガイ部であったのに
対して，突出変化した計測点を多く認めたのは，非偏位
側の頬部とオトガイ部であった。これらの変化は，偏位
を改善させる方向に硬組織が移動したことを示唆してい
る。
　また，硬組織が後退変化および突出変化した計測点に
ついて，回帰分析により回帰係数（軟組織変化量／硬組
織変化量）および適合度を表す決定係数を算出した（表
１）。その結果，硬組織が後退変化を示した計測点では，
硬組織に対する軟組織の追従率が頬部よりオトガイ部で
高く，非偏位側より偏位側で高い傾向を示した。一方，
突出変化した計測点における追従率をみると，偏位側，
非偏位側ともに，頬部では追従率が低い値を示した。こ
れは，頬部では軟組織が厚い傾向にあるためと推測さ
れるが，後退変化した部位よりも突出変化した部位でそ
の影響が強く現れることを意味している。また，非偏位
側オトガイ部で追従率が特異的に高くなっていたが，こ
れは術前に伸展，緊張していた軟組織が，術後，硬組織
の変化に伴う弛緩により厚みが増加したためと推察され
る。さらに，決定係数は後退変化よりも突出変化した場
合に小さい値を示し，後退変化に比べて突出変化する部
位の予測が困難であることも示された。

224

表 1　後退変化と突出変化における追従率の回帰分析

図 2　計測軸の設定と計測方法および計測領域について
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【ま　と　め】

　今回示した三次元分析法は，硬組織変化量に対する軟
組織変化量を定量的に把握することが可能で，特に顔面
非対称患者において非常に有用性の高いものと考えられ
る。しかしながら，より精度の高い追従率を算出するた
めには，今後，多様な症例について検討することが望ま
しく，また，厳密なデータ獲得には筋機能および筋の付
着位置を把握し６），軟組織変化との関連性を検討してい
く必要があると思われる。将来的には，非接触型三次元
計測器やデジタルセファロなどのデータを統合し，より
精度の高い顔貌予測シミュレーションの構築を図る予定
である。
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